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これが です！

既得権益や業界団体のしがらみに縛られ、前例踏襲を繰り返す政治。
一部企業の業績は回復しても、国民全員の潤いにはつながらない経済。
急速な少子高齢化の進む中、先行きが不透明な社会。
国民の生命や国の領土が脅かされている国際情勢。

私たちは、この国を、このまま見過ごすことはできません。
私たちには、この国の歴史と伝統を大切に引き継ぎ、より良くして、新しい世代に繋いで
いく責任があります。

そのためには、改革こそが必要です。
成長も安定も、改革から生まれます。
私たちは、改革を主張し続けてきた矜持を胸に、この国の新しい姿を示していきます。

みんなの改革は、痛みを恐れません。
いざ、時代の風雲児となるべく出陣の時です。



1. まだまだ足りない！徹底した政治・行政改革
私の一票では国は変わらない？不信を払拭する政治改革！
（現状）

ü 増税で国民に負担を強いる一方、国会議員の“身を切る”改革である定数削減や一票の格差是正は進まない。

ü 忘れた頃には“政治とカネ”の問題が巻き起こる。

（改革！）

l 国会議員定数の大幅削減や議員特権の廃止、歳費カットに取り組みます。

l 政治に関わる“カネ”の動きの透明化を図り、税金を原資とする政党交付金については、残余分の国庫へ返納します。

l 権限の強い首相公選制の導入で、“国民の声の届く”政治を実現します。

旧態依然とした中央集権・霞ヶ関中心体制を改革！
（現状）

ü 霞ヶ関が予算を決め、法律を決める。

ü 地方は自立することができず、中央の細かなルールで全国隅々までがんじがらめ。

（改革！）

l 国は外交・安保やマクロ経済・金融、社会保障などの本来業務に集中し、小さく効率的な政府を目指します。

l 地域主権型道州制の導入で地方に“繁栄の軸”を作ります。

既得権益・省益優先の官僚機構を改革！民間との格差を改革！
（現状）

ü 民間の賃金が上がらない中、公務員の給与は引き上げ。

ü 形を変えても、天下りと年功序列型の人事制度は引き続き横行。

（改革！）

l 戦前から引き続く強い官僚機構に対抗できるのは、痛みを恐れない、本当にやる気のある政治家だけ。

l 国・地方の公務員の給与・退職金・年金を民間と同等に引き下げることにより、公務員人件費を2割削減します（消費税2％相当分）。

l 一般公務員にスト権等を認める一方で、身分保障を外し、民間並みの降格やリストラを実施します。

l 天下りの根絶などの人事制度見直しに政治主導で取り組みます。



2. 民間の力を最大限に発揮！自由と責任の経済改革

電力・農業・医療など、しがらみに縛られた岩盤規制を改革！
（現状）

ü 企業や業界の利益を守るため、新規参入に歯止めをかける岩盤のような“参入規制”でやる気のある人を排除。

（改革！）

l 非合理な参入規制を排除し、新たなビジネスチャンスを求める自由な市場参入を促進します。

l 一方、安易な撤退や不適切な行為には、明確な責任を問う“行為規制”に改め、リスクを最小化します。

国内産業の復活で経済成長を実現！生産性向上と税制改正で産業構造を改革！
（現状）

ü 時代遅れになった“ゾンビ企業”が中小企業保護施策でしぶとく生き残る。

ü 国内向け設備投資は長期にわたって減少・停滞傾向。異次元金融緩和のマネーは国外への投資に回り、産業の空洞化が続く。

（改革！）

l 新しい産業や企業、事業に予算をつぎ込む“新陳”だけではなく、痛みを伴う“代謝”にも取り組むことで、産業の活性化を促します。

l 延命だけを目的とした中小企業施策の見直しで、収益性の悪い“ゾンビ企業”の市場からの退出を促進します。

l 法人税減税や自由償却税制の導入で、企業の新規投資を刺激します。

l 最低賃金の引き上げで、国民全体の所得底上げとブラック企業の排除を同時に進めます。

l 物価・雇用への日銀の責任を明確化し、金融政策の確実な遂行を求めます。

世界に開かれた海洋国家にふさわしい自由な国際貿易改革！
（現状）

ü 一部の関係団体への配慮で、TPPなど国際的な貿易ルールづくりに後ろ向き。このままでは交渉決裂の可能性も。

（改革！）

l 世界に開かれた海洋国家として、TPPへの積極参加で第二の開国を実現します。

l グローバル社会で勝ち抜くため、我が国企業が海外で活躍しやすい環境を整備します。

l 農協改革や企業の農地取得の促進などの規制改革で、農業を成長産業にします。



3. 当たり前の財政改革・安心できる社会保障制度改革

毎年１００兆円の予算で財政赤字拡大継続？ ムダ・余剰を削減する歳出改革！
（現状）

ü 2014年4月の消費増税強行（5％→8％）により、景気は悪化。

ü 政府は慌てて10％への増税時期先送りと補正予算を編成。

ü これでは、その場しのぎで国債を乱発し、財政赤字拡大を招いたこれまでの反省が生かされておらず、国債市場は「2020年度までの財政健全化」という

公約達成を疑問視。

（改革！）

l 国民一人あたり800万円超の借金を抱えていても、経済対策の美名のもと、まだ公共工事や地方へのバラマキを繰り返す放漫財政を改めます。

l 一般の家庭なら、借金があるなら出費を抑えるのが当たり前です。

l 国会議員や公務員の給与カット、議員定数削減、100兆円超の外為特別会計の圧縮やゆうちょ銀行の4兆円規模での減資など、ムダ・余剰の削減によ

り、早期の財政健全化を実現します。

必要な人に必要なだけ。持続可能で安心できる社会保障制度改革！
（現状）

ü 少子高齢化の進行で、現在の年金制度は破たん寸前。

ü 医療費や生活保護費も増加の一途。

ü 高齢者向け給付が膨らむ一方で、少子化対策には十分な予算が振り向けられないなど、国家支出のアンバランスさも問題。

（改革！）

l 歳入庁の設置によって、税と社会保険料を一括で徴収し、行政のムダ削減と徴収漏れの防止を実現します。

l 世代間格差是正のためにも、年金の積立方式への移行を積極的に検討します。

l マイナンバーの活用による個人所得の完全把握で、適正な課税と不正な医療費や生活保護費の受給排除を行います。

l 保険料負担を支払い能力に応じて決めます。低所得者の保険料を免除する一方、上限の撤廃で、富裕層にはきちんと負担を求めます。

l 市販品同等の医薬品の自己負担割合引き上げ、ジェネリック医薬品の利用促進など、医療費全体を 効率化・適正化します。

l 少子化の大きな原因の一つである経済不安解消のため、出産費用や不妊治療費の全額補助など、若年層一人ひとりに寄り添った少子化対策を進め

ます。



4. 多様な暮らしを可能とする人材活用・教育改革
チャンスの平等でフェアな社会。多様な暮らしを可能とする人材活用改革！
（現状）

ü 我が国の「世襲・財産ベース型社会」への回帰と、所得格差の拡大・固定化の傾向が指摘されている。

ü 自宅での子育てや介護は、女性が担わざるをえないのが現状。働く意欲のある女性の機会の損失につながっている。

（改革！）

l 能力・意欲のある人材の更なる活躍のため、多様な就労の機会を提供します。

l 自分らしい暮らしを可能とするため、同一価値労働同一賃金を前提としたフェアな労働環境を整備します。

l 働く人が成果を自分の手にするために、所得税率を引き下げます。格差の拡大・固定化を是正するために、相続税の最高税率を引き上げます。

子どもの生きる力を育み、能力を最大限に活かせる人材を生み出す教育改革！
（現状）

ü 英会話ができない英語教員がいるなど、学校教育が社会のニーズに応えていない。

ü 子どもたちは、中学校を卒業したらなんとなく普通科の高校に進学する、という職業能力が身に付かない単線的な教育制度。

（改革！）

l 教員免許更新テストを厳格化し、教員の資質向上を図ります。

l 子どもの“生きる力”の確認のため、中学校卒業段階の到達度テストを実施します。

l 普通科の高校のみならず、職業教育学校や語学学校への進学を促進し、子どもの能力・関心を最大限に活かすことのできる実学重視の教育制度を

実現します。

l 一旦社会に出てからも、学びなおせる環境（社会人大学など）を整備します。

5. 国民の生命と自由・財産を守る安全保障政策改革
（現状）

ü 国際的なテロが各地で頻発している。

ü 尖閣周辺海域においては、我が国の領土を脅かす中国の挑発行動が続いているなど、海洋進出傾向に拍車がかかっている。

（改革！）

l テロ組織に対しては、国連を中心とした集団安全保障の枠組みの中で責務を果たします。

l 日米同盟を基軸とした現実的な外交路線は堅持します。

l 集団的自衛権も含めた自衛権の範囲を明確化し、必要な法律を整備します。


